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気候変動を踏まえた見直し
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気候変動を踏まえた治水計画の見直し

第109回河川整備基本方針
検討小委員会資料
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河川整備基本方針／河川整備計画

河川整備基本方針

・長期的な視点に立った河川整備の基本的な
方針を定めたもの

・個別事業など具体の河川整備の内容を定め
ず、整備の考え方を記述

年超過確率1/150対応

平成16年1月策定
平成24年11月変更
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〇河川整備は長期的な計画を定めた河川整備基本方針に沿って、概ね３０年間の具体な整備内容
を定めた河川整備計画に基づき実施してきたところ。
〇気候変動による降雨量の増加などを考慮した計画への見直しに向けた検討を進めているところ。

※ ( )は目標流量

河川整備計画

・個別事業を含む具体的な河川の整備の内容
を明らかにする
・平成１８年度を初年度として概ね３０年間

策定時、戦後最大洪水であった昭和６１年８月
洪水対応（概ね、年超過確率1/60）
平成19年3月策定
平成24年11月変更

(9,100)(4,900)

※ ( )は目標流量

※阿武隈川緊急治水対策プロジェクト（令和元年度～令和10年度）は現行の河川整備計画の大幅前倒し・拡充により、
戦後最大の令和元年東日本台風洪水と同規模の洪水に対して堤防からの越水を回避し、流域における浸水被害
の軽減を図る。 ３



東日本台風による阿武隈川の状況（降雨・流量）

〇流域に寛大な被害をもたらせた令和元年東日本台風は、将来目標としていた河川整備基本方

針の流量を超える規模。

雨量 ・ 流量

※数値は、速報値（R2.1時点）であり、今後変更となる場合がある。
※雨量は、対象降雨の継続時間の基準地点上流域の平均雨量。

※流量は、ダム・氾濫戻し。また、「基本方針」は基本高水のピーク流量、
「整備計画」は整備計画目標流量。

〇全ての水位観測所で
観測史上最高水位

〇浸水面積：約3,200ha
〇浸水戸数
床上：約9,300戸
床下：約2,200戸

※国直轄管理区間の市町村全体での

数字であり、今後の調査で変更とな

る可能性があります。

令和元年東日本台風
被害状況等

【参考資料】
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現状を踏まえての対策の方向性
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釈迦堂川流域の現状を踏まえての対策の方向性
＜度重なる洪水被害＞
○昭和61年8月、平成10年8月、平成23年9月、令和元年10月に台風や前線による大雨によって、釈迦堂川流域の全市
町村においては、甚大な浸水被害を受けている。

＜釈迦堂川の地形的特性＞
○釈迦堂川合流点の河道勾配は緩やかであり、阿武隈川本川水位の影響を受けやすい形状。
○釈迦堂川はこれまでの改修事業により直轄区間においては整備計画目標とする流下能力を概ね確保し、近年におい
ては河道整正や樹木伐採により流下能力は維持されているものの、阿武隈川本川水位が高いときには、支川からの排
水が困難な河川特性を有している。
○釈迦堂川は阿武隈川本川同様、南から北へ流れる河川である。これまでの洪水でも阿武隈川本川水位と、釈迦堂川水
位のピークは、概ね同時刻にピークを迎えるため、釈迦堂川の排水が困難になり洪水被害が拡大。

＜釈迦堂川流域の市街化と対策の進展＞
○釈迦堂川流域の市街化率は約7.9%。主に市街化が釈迦堂川と阿武隈川の合流地点付近で発展。
○釈迦堂川流域各地で、これまで、内水、外水により、被害が多発。
○このため、雨水貯留施設の整備、開発にともなう雨水貯留などがかねてより進められてきており、これらは、釈迦堂川へ
の流出抑制や、各地域での内水対策にも効果的。

＜釈迦堂川流域の広大な田畑・山林＞
○釈迦堂川流域のうち、大部分が田畑山林が占めている。
○一部地域で田んぼダムの整備も進んでおり、今後一層の推進が期待されるほか、貯留機能を持つ田畑森林等の土地
保全も重要となる。

今後の気候変動により、降雨量の増加、洪水リスクの増大が予測され、これらに対して総動員で対応を行う必要が有る。
これまでも、阿武隈川本川の河道掘削や遊水地整備による本川水位の低下や、釈迦堂川河川整備を実施していたが、
これからは、流域からの流出抑制や、貯留機能を持つ土地の保全などにより、流域全体として、洪水被害の軽減につい
てさまざまな取組を行い、特定都市河川の指定を経て、さらに対策を加速することが必要である。 6



特定都市河川指定に向けて
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流域治水関連法の活用（特定都市河川の指定による法的枠組の下での流域治水の推進）
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特定都市河川指定に向けた必要検討事項①

【特定都市河川の指定に向けた検討】

①当該河川が法に定める指定要件を満足しているか整理

②特定都市河川流域の指定範囲を整理

③当該河川流域内の関係機関の合意が得られるように調整

関係機関 関係自治体（知事・市長村長、河川、下水道、都市、住宅、道路、街路、農林、砂防、
防災、環境部局等）、地方農政局、国土交通省、地方整備局

【流域水害対策計画の策定に向けた検討】

①流域水害対策協議会等の体制を検討

②計画期間及び計画対象降雨を検討（河川・下水道の対象降雨、気象変動等考慮）

③内外水一体型解析モデルの構築

④貯留機能保全区域や浸水被害防止区域の指定方針を検討

⑤下水道整備方針・ポンプ運転調整ルールの設定方針等を検討

⑥田んぼやため池の治水利用等を整理し、必要に応じて計画に反映させるか検討
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特定都市河川指定に向けた必要検討事項②

【雨水浸透阻害行為に対する検討】

①雨水浸透阻害行為の基準降雨設定

②雨水貯留浸透施設の規模と既往の開発指導要綱等で定める防災調節池規模との

関係について把握（容量・許容放流量等）

③既往の開発指導要綱等の改正の可否について検討。必要に応じて改定。

④許認可事務の体制（窓口等）を調整。

⑤雨水阻害行為の許可業務関して、事前に広報。（3ヵ月前程度から）

⑥ 審査マニュアル・技術指針の公表。

⑦自治体で審査基準や審査の流れを周知。
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